
認知症になっても安心して暮らしたいね。

ミライの消費者行政参観日＠徳島

※本資料に記載されている内容のうち、意見にわたる部分は、いずれも個人的な見解であり、消費者庁の公式な見解を
示すものではありません。

令和７年３月18日
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1. 背景

・ 日本の高齢化率 29.1％ (R5.10.1時点)

・ 高齢者のうち
  12.9％ が認知症 、15.4％ が軽度認知障害 (MCI)※ 

(R7時点推計)
※ 記憶等の能力が低下しているものの、ふだんの生活に支障を来すほどではなく、正常とも認知症ともいえない状態
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1. 背景

※「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」（令和5年度老人保健事業推進費等補助金（老人
保健健康増進等事業分）：九州大学大学院医学研究院二宮利治教授）から作成
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1. 背景

認知症等の高齢者に関する消費生活相談は本人以外からの相談が多く、
トラブル防止のためには周囲の人の気付きが重要。

23.2 

82.1 

58.9

0 20 40 60 80 100

認知症等高齢者

65歳以上

(％)

消費生活相談に占める本人からの相談の割合（2023年）

※令和6年消費者白書から作成 認知症等の高齢者は
本人からの相談が2割程度しか無い
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1. 背景

例えば……

・ 本人が利用する事業者
・金融機関
・宅配事業者
・日用品店 等

・ 本人が利用する医療福祉サービスの関係者
・医師
・地域包括支援センター職員
・居宅介護支援事業所の職員 等

認知症等の高齢者に関する消費生活相談は本人以外からの相談が多く、
トラブル防止のためには周囲の人の気付きが重要。
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2. 前回の研究について

新未来創造戦略本部国際消費者政策研究センターでは、
令和５年６月に「高齢者の消費者トラブルにおける認知機能
障害の影響と対応策」に関する研究成果物を公表。

リサーチ・
ディスカッション・
ペーパー
←

→
認知症の人に
やさしい対応の
ためのガイド
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2. 前回の研究について

前回研究の内容

・全国の消費生活センター等で受け付けた「判断
不十分者契約」※に関する消費生活相談
の傾向を、テキストマイニングで分析

・高齢顧客への対応に関する工夫や課題について企業に
アンケートとヒアリングを実施

※ 精神障害や知的障害、認知症等の加齢に伴う疾病等、何らかの理由によっ
て十分な判断ができない状態であると消費生活センター等が判断したもの。
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2. 前回の研究について

前回研究の成果

・消費生活センター等での相談対応や企業での認知症等の消費者へ
の対応の向上を目指したガイドを作成

・インタビューを行った企業や各地の消費生活セン
ター等へ配付し、好評
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2. 前回の研究について

例えば……

・ 本人が利用する事業者
・金融機関
・宅配事業者
・日用品店 等

・ 本人が利用する医療福祉サービスの関係者
・医師
・地域包括支援センター職員
・居宅介護支援事業所の職員 等

認知症等の高齢者に関する消費生活相談は本人以外からの相談が多く、
トラブル防止のためには周囲の人の気付きが重要。
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3. 今回の研究の概要

例えば……

・ 本人が利用する事業者
・金融機関
・宅配事業者
・日用品店 等

・ 本人が利用する医療福祉サービスの関係者
・医師
・地域包括支援センター職員
・居宅介護支援事業所の職員 等

認知症等の高齢者に関する消費生活相談は本人以外からの相談が多く、
トラブル防止のためには周囲の人の気付きが重要。
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3. 今回の研究の概要

前回研究の課題
消費生活相談情報等の分析では、本人の病名や認知症の症状の内容について
十分な情報が取れない

※「認知症の人にやさしい対応のためのガイド」から引用
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3. 今回の研究の概要

今回の研究では……

医師や地域包括支援センター職員、居宅介護支援事業所の職員といった
医療福祉関係者からアンケート・ヒアリングを通して事例収集

認知症の症状と消費者トラブルの関係性を分析

医療福祉関係者等による見守りに役立てる

消費者被害防止のために医療福祉関係者が取りうる対応策の検討

／ガイドブックの作成



令和６年４月

研究開始

令和６年９月
～

令和７年２月

アンケート
実施

令和６年12月
～

令和６年度末

ヒアリング
実施

令和７年度
前半

中間報告
公表

令和７年度末

最終報告
公表
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3. 今回の研究の概要

本日は

アンケート結果（速報値）を

御紹介

※アンケート結果の精査や
ヒアリング内容の分析は
今後実施。
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4. アンケート結果

調査対象者 全国の医療福祉関係者

設問内容

●回答者の基本的属性

●消費者被害に遭ったことのある認知症等の高齢者
の対応経験

●（経験ありの場合）

当事者の症状、被害の内容、被害を知った経緯、
対応状況

調査方法
ウェブアンケート
（当庁ウェブサイトの投稿フォームを利用）

回答依頼方法
本研究のメンバー（客員研究官含む）所属の学会等を
通じて依頼

調査期間 令和６年９月28日～令和７年２月７日

回答者数 500人

アンケートの実施概要



看護師
13.2%
(66人)

社会福祉士
10.8%
(54人)

ケアマネジャー
8.6%
(43人)

その他 12.2%
(61人)

無回答 3.8%
(19人)

医師
看護師
社会福祉士
ケアマネジャー
その他
無回答

神経内科医
17.8%
(89人)精神科医 10.8%

(54人)

内科医 9.0%
(45人)

総合診療科医
4.0%
(20人)

医師その他 9.8%
(49人)
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4. アンケート結果

回答者の職種
・医師が半数以上(51.4%)、そのほか看護師、社会福祉士等も回答。

N=500

速報値



10件以上 2.4％
(12人)

５～９件 4.2％
(21人)

２～４件 21.4％
(107人)

１件 8.8％
(44人)

直近５年間に無し 
6.2％
(31人)

対応経験無し 
57.0％
(285人)

10件以上
５～９件
２～４件
１件
直近５年間に無し
対応経験無し
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4. アンケート結果

消費者被害の対応経験
・今回のアンケート回答者のうち対応経験ある人が約４割(43.0%)、その半分程
度が直近５年間に２～４件経験。

N=500

速報値



16

4. アンケート結果

消費者被害の内容
・定期購入に関するものが最も多く、次いで住宅修理や訪問勧誘・電話勧誘が多い。

速報値

31.6%
(68人)

23.7%
(51人)

23.7%
(51人)

19.1%
(41人)

12.1%
(26人)

0 10 20 30 40

健康食品や化粧品、医薬品などの定期購入

屋根や外壁、水回り等の住宅修理

在宅時の突然の訪問勧誘、電話勧誘

訪問購入（訪問買い取り、押し買い）により貴金属など
高価なものを売った

複数の訪問販売の業者から布団類などを購入していた
（次々販売）

(複数回答可/N=215) (％)
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4. アンケート結果

その他意見
・アンケートの意見欄において、認知症等の高齢者の消費者被害について関心を寄せている
記述がみられた。

速報値

・これを機会に、どのようなトラブルが発生しているか学びたい
・自分は被害に遭った高齢者を対応した経験は無いが、大変有意義な調査
と考える
・アンケートの結果が出たら知りたい
・このようなアンケートは、認知症の方やご家族にとって良い方向に向かう１つ
の手段だと思う。そのような方々を地域で守るためにも、様々な取組が必要
・アンケートは情報収集だけでなく啓発の一環にもなる
・消費生活センターに情報が届かなくても、怪しいものや周囲の人が気付いて
未遂で終わるものは相当あると思う
・具体的な対応や体験談を知りたい

※実際の回答内容を一部抜粋した上で要約している。
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5. 今後について

アンケート結果等について分析を進め、
令和７年度中
中間報告公表

更なる分析・精査を行った上で
令和７年度末
最終報告公表

研究成果は当庁ウェブサイトで
公表予定！
※前回研究についても公表しています
https://www.caa.go.jp/policies/future
/icprc/research_003

※前回研究の成果物（令和5年度）


